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平成 22年度宅建本試験 

 

【問 １】制限行為能力者に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 土地を売却すると、土地の管理義務を免れることになるので、未成年者が土地を売却するに当たっては、

その法定代理人の同意は必要ない。 

２ 成年後見人が、成年被後見人に代わって、成年被後見人が居住している建物を売却するためには、家庭裁

判所の許可が必要である。 

３ 被保佐人については、不動産を売却する場合だけではなく、日用品を購入する場合も、保佐人の同意が必

要である。 

４ 被補助人が法律行為を行うためには、常に補助人の同意が必要である。 

 

 

 

 

 

【問 ２】ＡがＡ所有の甲土地の売却に関する代理権をＢに与えた場合における次の記述のうち、民法の規定

によれば、正しいものはどれか。なお、表見代理は成立しないものとする。 

１ Ａが死亡した後であっても、ＢがＡの死亡の事実を知らず、かつ、知らないことにつき過失がない場合に

は、ＢはＡの代理人として有効に甲土地を売却することができる。 

２ Ｂが死亡しても、Ｂの相続人はＡの代理人として有効に甲土地を売却することができる。  

３ 18歳であるＢがＡの代理人として甲土地をＣに売却した後で、Ｂが 18歳であることをＣが知った場合に

は、ＣはＢが未成年者であることを理由に売買契約を取り消すことができる。 

４ Ｂが売主Ａの代理人であると同時に買主Ｄの代理人としてＡＤ間で売買契約を締結しても、あらかじめ、

Ａ及びＤの承諾を受けていれば、この売買契約は有効である。 

 

 

 

 

 

【問 ３】所有権及びそれ以外の財産権の取得時効に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 土地の賃借権は､物権ではなく、契約に基づく債権であるので、土地の継続的な用益という外形的かつ客

観的事実が存在したとしても､時効によって取得することはできない。 

２ 自己の所有と信じて占有している土地の一部に、隣接する他人の土地の筆の一部が含まれていても、他の

要件を満たせば、当該他人の土地の一部の所有権を時効によって取得することができる。 

３ 時効期間は、時効の基礎たる事実が開始された時を起算点としなければならず、時効援用者において起算

点を選択し、時効完成の時期を早めたり遅らせたりすることはできない。 

４ 通行地役権は、継続的に行使され、かつ、外形上認識することができるものに限り、時効によって取得す

ることができる。 
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【問 ４】ＡがＢから甲土地を購入したところ、甲土地の所有者を名のるＣがＡに対して連絡してきた。この

場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ ＣがＢから甲土地を購入しており、その売買契約書の日付とＢＡ間の売買契約書の日付が同じである場

合、登記がなくても、契約締結の時刻が早い方が所有権を主張することができる。 

２ 甲土地は、ＣからＢ、ＢからＡと売却されており、ＣＢ間の売買契約がＢの強迫により締結されたことを

理由として取り消された場合には、ＢＡ間の売買契約締結の時期にかかわらず、Ｃは登記がなくてもＡに対

して所有権を主張することができる。 

３ Ｃが時効により甲土地の所有権を取得した旨主張している場合、取得時効の進行中にＢＡ間で売買契約

及び所有権移転登記がなされ、その後に時効が完成しているときには、Ｃは登記がなくてもＡに対して所有

権を主張することができる。 

４ Ｃは債権者の追及を逃れるために売買契約の実態はないのに登記だけＢに移し、Ｂがそれに乗じてＡと

の間で売買契約を締結した場合には、ＣＢ間の売買契約が存在しない以上、Ａは所有権を主張することがで

きない。 

 

 

 

 

 

【問 ５】ＡはＢから 2,000万円を借り入れて土地とその上の建物を購入し、Ｂを抵当権者として当該土地及

び建物に 2,000万円を被担保債権とする抵当権を設定し、登記した。この場合における次の記述のうち、民法

の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ ＡがＢとは別にＣから 500 万円を借り入れていた場合、Ｂとの抵当権設定契約がＣとの抵当権設定契約

より先であっても、Ｃを抵当権者とする抵当権設定登記の方がＢを抵当権者とする抵当権設定登記より先で

あるときには、Ｃを抵当権者とする抵当権が第 1順位となる。 

２ 当該建物に火災保険が付されていて、当該建物が火災によって焼失してしまった場合、Ｂの抵当権は、そ

の火災保険に基づく損害保険金請求権に対しても行使することができる。 

３ Ｂの抵当権設定登記後にＡがＤに対して当該建物を賃貸し、当該建物をＤが使用している状態で抵当権

が実行され当該建物が競売された場合、Ｄは競落人に対して直ちに当該建物を明け渡す必要はない。 

４ ＡがＢとは別に事業資金としてＥから 500万円を借り入れる場合、当該土地及び建物の購入代金が 2,000

万円であったときには、Ｂに対して 500万円以上の返済をした後でなければ、当該土地及び建物にＥのため

に２番抵当権を設定することはできない。 

 

 

 

 

 

【問 ６】両当事者が損害の賠償につき特段の合意をしていない場合において、債務の不履行によって生ずる

損害賠償請求権に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 債権者は、債務の不履行によって生ずべき損害のうち、契約締結当時、両当事者がその損害発生を予見し

ていたものに限り、賠償請求できる。 

２ 債権者は、特別の事情によって生じた損害のうち、契約締結当時、両当事者がその損害発生を予見してい

たものに限り、賠償請求できる。 

３ 債務者の責めに帰すべき債務の履行不能によって生ずる損害賠償請求権の消滅時効期間 10 年の消滅時効

は、本来の債務の履行を請求し得る時からその進行を開始する。 

４ 債務の不履行に関して債権者に過失があったときでも、債務者から過失相殺する旨の主張がなければ、裁

判所は、損害賠償の責任及びその額を定めるに当たり、債権者の過失を考慮することはできない。 
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【問 ７】民法第 423 条第１項は、「債権者は、自己の債権を保全するため必要があるときは、債務者に属す

る権利（以下「被代位権利」という。）を行使することができる。ただし、債務者の一身に専属する権利及び

差押えを禁じられた権利は、この限りでない。」と定めている。これに関する次の記述のうち、民法の規定及

び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 債務者が既に自ら権利を行使しているときでも、債権者は、自己の債権を保全するため、民法第 423条に

基づく債権者代位権を行使することができる場合がある。 

２ 未登記建物の買主は、売主に対する建物の移転登記請求権を保全するため、売主に代位して、当該建物の

所有権保存登記手続を行うことができる場合がある。 

３ 建物の賃借人は、賃貸人（建物所有者）に対し使用収益を求める債権を保全するため、賃貸人に代位して、

当該建物の不法占拠者に対し当該建物を直接自己に明け渡すよう請求できる場合がある。 

４ 抵当権者は、抵当不動産の所有者に対し当該不動産を適切に維持又は保存することを求める請求権を保

全するため、その所有者の妨害排除請求権を代位行使して、当該不動産の不法占有者に対しその不動産を直

接自己に明け渡すよう請求できる場合がある。 

 

 

 

 

 

【問 ８】保証に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 保証人となるべき者が、主たる債務者と連絡をとらず、同人からの委託を受けないまま債権者に対して保

証したとしても、その保証契約は有効に成立する。 

２ 保証人となるべき者が、口頭で明確に特定の債務につき保証する旨の意思表示を債権者に対してすれば、

その保証契約は有効に成立する。 

３ 連帯保証ではない場合の保証人は、債権者から債務の履行を請求されても、まず、主たる債務者に催告す

べき旨を債権者に請求できる。ただし、主たる債務者が破産手続開始の決定を受けたとき、又は行方不明で

あるときは、この限りでない。 

４ 連帯保証人が２人いる場合、連帯保証人間に連帯の特約がなくとも、連帯保証人は各自全額につき保証責

任を負う。 
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【問 ９】契約の解除に関する次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、誤って

いるものはどれか。 

（判決文） 

 同一当事者間の債権債務関係がその形式は甲契約及び乙契約といった２個以上の契約から成る場合であっ

ても、それらの目的とするところが相互に密接に関連付けられていて、社会通念上、甲契約又は乙契約のいず

れかが履行されるだけでは契約を締結した目的が全体として達成されないと認められる場合には、甲契約の

債務の不履行を理由に、その債権者が法定解除権の行使として甲契約と併せて乙契約をも解除することがで

きる。 

 

１ 同一当事者間で甲契約と乙契約がなされても、それらの契約の目的が相互に密接に関連付けられていな

いのであれば、甲契約上の債務の不履行を理由に甲契約と併せて乙契約をも解除できるわけではない。 

２ 同一当事者間で甲契約と乙契約がなされた場合、甲契約の債務が履行されることが乙契約の目的の達成

に必須であると乙契約の契約書に表示されていたときに限り、甲契約上の債務の不履行を理由に甲契約と併

せて乙契約をも解除することができる。 

３ 同一当事者間で甲契約と乙契約がなされ、それらの契約の目的が相互に密接に関連付けられていても、そ

もそも甲契約を解除することができないような付随的義務の不履行があるだけでは、乙契約も解除すること

はできない。 

４ 同一当事者間で甲契約（スポーツクラブ会員権契約）と同時に乙契約（リゾートマンションの区分所有権

の売買契約）が締結された場合に、甲契約の内容たる屋内プールの完成及び共用に遅延があると、この履行

遅延を理由として乙契約を民法第 541条により解除できる場合がある。 

 

 

 

 

 

【問 10】遺言に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 自筆証書遺言は、その内容をワープロ等で印字しても、日付と氏名を自書し、押印すれば、有効な遺言と

なる。 

２ 疾病によって死亡の危急に迫った者が遺言するには、代理人が２名以上の証人と一緒に公証人役場に行

けば、公正証書遺言を有効に作成することができる。 

３ 未成年者であっても、15歳に達した者は、有効に遺言をすることができる。 

４ 夫婦又は血縁関係がある者は、同一の証書で有効に遺言をすることができる。 

 

 

 

 

【問 11】借地借家法第 23条の借地権（以下この問において「事業用定期借地権」という。）に関する次の記

述のうち、借地借家法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 事業の用に供する建物の所有を目的とする場合であれば、従業員の社宅として従業員の居住の用に供す

るときであっても、事業用定期借地権を設定することができる。 

２ 存続期間を 10 年以上 30 年未満とする短期の事業用定期借地権の設定を目的とする契約は、公正証書に

よらなくとも、書面又は電磁的記録によって適法に締結することができる。 

３ 事業用定期借地権が設定された借地上にある建物につき賃貸借契約を締結する場合、建物を取り壊すこ

ととなるときに建物賃貸借が終了する旨を定めることができるが、その特約は公正証書によってしなければ

ならない。 

４ 事業用定期借地権の存続期間の満了によって、その借地上の建物の賃借人が土地を明け渡さなければな

らないときでも、建物の賃借人がその満了をその１年前までに知らなかったときは、建物の賃借人は土地の

明渡しにつき相当の期限を裁判所から許与される場合がある。 



5 

 

【問 12】Ａは、Ｂ所有の甲建物につき、居住を目的として、期間２年、賃料月額 10 万円と定めた賃貸借契

約（以下この問において「本件契約」という。）をＢと締結して建物の引渡しを受けた。この場合における次

の記述のうち、民法及び借地借家法の規定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 本件契約中にＢが甲建物をＣに売却した場合、Ａは甲建物に賃借権の登記をしていなくても、Ｃに対して

甲建物の賃借権があることを主張することができる。 

２ ＡがＢとの間の信頼関係を破壊し、本件契約の継続を著しく困難にした場合であっても、Ｂが本件契約を

解除するためには、民法第 541条所定の催告が必要である。 

３ 本件契約が借地借家法第 38 条の定期建物賃貸借契約であって、造作買取請求権を排除する特約がない場

合、Ｂの同意を得てＡが甲建物に付加した造作については、期間満了で本件契約が終了するときに、Ａは造

作買取請求権を行使できる。 

４ 本件契約が借地借家法第 38 条の定期建物賃貸借契約であって、賃料の改定に関する特約がない場合、契

約期間中に賃料が不相当になったと考えたＡ又はＢは、賃料の増減額請求権を行使できる。 

 

 

 

 

 

【問 13】建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 専有部分が数人の共有に属するときは、規約で別段の定めをすることにより、共有者は、議決権を行使す

べき者を２人まで定めることができる。 

２ 規約及び集会の決議は、区分所有者の特定承継人に対しては、その効力を生じない。 

３ 敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合には、区分所有者は、規約で別段の定めがある

ときを除き、その有する専有部分とその専有部分に係る敷地利用権とを分離して処分することができる。 

４ 集会において、管理者の選任を行う場合、規約に別段の定めがない限り、区分所有者及び議決権の各過半

数で決する。 

 

 

 

 

 

【問 14】不動産の登記事項証明書の交付の請求に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 登記事項証明書の交付を請求する場合は、書面をもって作成された登記事項証明書の交付のほか、電磁的

記録をもって作成された登記事項証明書の交付を請求することもできる。 

２ 登記事項証明書の交付を請求するに当たり、請求人は、利害関係を有することを明らかにする必要はない。 

３ 登記事項証明書の交付を請求する場合は、登記記録に記録されている事項の全部が記載されたもののほ

か、登記記録に記録されている事項のうち、現に効力を有するもののみが記載されたものを請求することも

できる。 

４ 送付の方法による登記事項証明書の交付を請求する場合は、電子情報処理組織を使用して請求すること

ができる。 


